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縦割りに横割りを加えて

一中国の新動向一

岸本文男(地質相談所)
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中国では中国共産党が新たに提起した六世紀末ま

でに工業･農業の年総生産額を2倍にするという目標を

長期目標として当面の第七次5か年計画(1986-1990)

が組立てられた.この計画が完全に実行されるには

どうしても解決されておかねぽならたいいくつかの重

要問題がある.その一つが中国の縦割り行政による政

治経済科学技術研究などの硬直化(非能率化)であ

る.中国は自ら開発途上国と名乗ってから久しくそ

の問いわゆる先進諸国から法律制度やサｰビス業のノ

ウハウに至るまで学びとってきた.その良し悪しは別

にして縦割り社会の欠点を察知したことは悪かろうは

ずがたい.どこまで徹底されるのかは今後の様子を見

たくてはどうとも言えたいカミこの小文はすでに改善が

始まっていることを科学技術研究の分野から紹介しよう

と試みたものである.以下はその発表成文で訳文の

原典は1986年7月21日付の中国地質報である.

中国科学院一地質鉱産部科学技術協力協定

中国共産党が十二大提起で提起した六世紀末までに

工業･農業の年総生産額を2倍にすると言う戦略目標を

達成し第七次5か年計画の方針を実行するため中国

科学院と地質鉱産部の指導部は共同の研究と討論を経

て両部門に所属する下部機関がすでに多くの分野で共

同の事業を進め非常に良い成果と経験を得ていると

いう認識で一致した.r第七次5か年計画｣の期問に

はさらに一歩進めて｢頼りにして｣および｢競い合っ

て｣の方針を貫き横の協同の精神にのっとり長期に

わたる科学技術の共同事業の関係をうちたて長所を延

し短所を補い互に組合って地質科学技術の発展の

ために共同し鉱物資源と国土資源の開発を押し進め

両者の文化建設を促進し新たた貢献をするという認

識で一致した.

共同の範囲と形式

国が重点とする科学技術研究項目技術開発項目を

共同分担するに当って協力と相互支援を強化す

る.

2.連合して国家科学基金会に科学基金を申請し地

学の基礎研究と応用研究を展開する.
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3.連合して国の関係部門に国が重要とする科学技

術の発展を目指した研究項目および諮問されている項

目の分担を申請する.

4.双方が共通して関心を有する重要た地質科学･技術

の問題内外の地質科学･技術の新しい発展の動向

新しい理論的な観点重要た科学技術上の成果につい

て討論と交流を組織する.

5.国際共同研究の経験を交流L重要た国際学術会議

および関連共同研究の時宜を共同して検討し参加を

組織し互いに協力して外に対応する.

6.地質科学･技術の発展に係わる新しい技術新しい

方法新しい機器などに対し成果の譲渡と協同開発

を実行する.

7.専門の顧間の相互招聴専門家の訪間を含めて人材

の交流を進め人材養成の人材を提供する.

8.科学技術情報の交換を進め互いにニュｰスを通報

し合う.

9.共同研究の必要に応じ互いに実験室を開放する.
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共同研究の経費について

双方の共同研究の項目の経費は双方それぞれが負

担する.

国が資金を援助する研究項目は国の関係部門のそ

の配分についての意見を勘案しなカミら協議して配分

する.

依託研究の項目は依頼機関が資金を提供する.

共同して国家基金を申請した項目に関してはその

申請計画立案の中で明らかにする.

双方が共同して行う学術活動討論会派との費用は

協議して解決する.

科学技術に属する成果の授受技術業務の分担は利

益の多い方法を採用し合理的た経費の受け渡し方法

を採用したくてはたらない.

皿科学技術的成果の帰属

1.研究の成果は共同の方式を異にすれほ帰属もま

た異なる.どちらか一方が主要た機関どたり残る

一方カミ協力機関であることもあり双方が同等の場合

もある.したカミって当該成果の帰属は双方の機関�



一18一

岸本文男

が共同研究計画を策定した時点で明確にする.

2.発表推奨譲渡奨励金申請特許だと共同して

完成Lた成果に属することは双方の協議に依って解

決する.

w組織的指導と実践

1.共同を順当に押し進めるため中国科学院と地質鉱

産部の双方の指導部は毎年一回の会談開催制度を確

立する.

2.共同工作班を設立し双方の連携を確実にする路を

作り共同する事項を協議｡決定し共同研究中の関

係ある問題を解決する.

3.具体的な共同研究項目と共同方式は関係する基礎

機関が直接協議し決定｡署名してそれをそれぞれ

の上部主管部門に検討案として報告する1重点項目

および渉外事項は上部主管部門の検討･批准を経て

計画に繰り入れる.

V本協議は双方の署名の目から効力を発生し有効期

間は暫定的に5年間とし期問満了後は双方の協議を

経て続行する事が出来る.

中国科学院地質鉱産部1986年7月17目

この協定が構想されたのは1986年初頭のことであるら

しく同年2月28目付の<中国地質報〉が地質鉱産部部

長の朱訓と中国科学院地学部副主任の孫玉科同院地質

研究所副所長の王思敬による地質鉱産部と中国科学院の

協力についての意見交換を報じて初めて世界は中国に

おける科学技術の分野での横向連合(横割りの共同行為)

の一ついわゆる跨省院連合(省と院にまたがる共同行為)

への取組みを知ったのである.

実際にこの協定が歌っているすべての条項を実現する

には何をさておいても地質科学に係わることを何処

の何という機関でどのようたテｰマ･目的でどのよ

うた設備を使って誰がどのような成果を得ようとして

研究しているかといったことが関係者の誰にでも判ら

なくてはならないはずである.狭い日本専門学会や

学術雑誌を通じての交流カミ頻繁た日本地質科学関係の

専門家カミ少たい日本なら知らたい方がおかしいくらい

であるが広い中国専門学会への参加や学術雑誌の購

読が不便な中国地質科学関係の専門家が数多い中国で

はrばず｣であっても容易たことではたかろう.

そのための便利た文献が出されて当然と思っていたら

やはり出版された.それが｢中国地質鉱産行業企事

業単位名録｣(r中国地質鉱産関係政府機関･企業機関リスト｣)

である.そのリストの内容などについて<中国地質報>

(1986.11･21)は次のようだ広告を掲載している.

横向連合のための機関名簿

｢地質鉱産行政機関と企業機関との横の連携を強化し

経済･技術の交流と協力を展開し生産･供給･販売の

道を大きくし経済効果と社会効果を高めるために中

国地質報杜はこのたび｢中国地質鉱産行業企事業単位名

録｣を編集しすでに地質出版杜を通じて出版した.

このr中国地質鉱産行業企事業単位名録｣は地質鉱

産部冶金工業部石炭工業部建材部化学工業部

核工業部石油工業部さらに水力発電地震中国科

学院などの部門の地質調査･鉱床探査地質機器製造

分析･測定科学研究の分野技術相談機構大学･専

門学校および地質行政補助機関だと600に近い機関を含

んでいる.

このr中国地質鉱産行業企事業単位名録｣はこれらの

機関の技術的力量施設｡設備の状況経営･業務内容

を詳しく紹介し多数の図や文字で生産物の種類･品質

｡性能･規格･価格･輸送力たどを説明している.

このr中国地質鉱産行業企事業単位名録｣は系統的

指導的に著わされ中国国内の地質鉱産関係の行政機関

｡企業の内容を知り各機関間の連絡を強めるにはもっ

てこいの文献である.

このr中国地質鉱産行業企事業単位名録｣は16分冊

カラｰ印刷各冊15(郵送料を含む)元である.お求め

の方は直接中国地質報杜経理部係劉航まで送金下

さし･…….｣

この協定が結ばれる前と後の変化を少し追ってみ

る.1686年7月17目以前における中国科学院と地質鉱

産部にそれぞれ所属する地質関係機関の協力事業のめぽ

しいものを中国地質報の記事から探してみるとたとえ

ぽ新彊ウィｰグル族自治区における鉱産資源の集中的た

調査･探査研究での協力(中国地質報1986.2.21)｢ヒ

マラヤ山脈の地質構造と地殻･上部マントルの形成史J

に関する共同研究(同1986･4･18)モノグラフ｢新大

地構造学｣の共同編集(同1986,418)がある.

横向連合は中国における第七次5か年計画完遂のため

の重要た方法として登場したわけであるからそれは中

国科学院との共同だげでたくいわゆる跨省連合(省を

またがった連合)の形をとって省問でも行われるようにた

ったのは当然の成行と思われる.たとえば1986年

7月11目付けの<中国地質報>が報道した新彊ウィｰ

グル族自治区の塔北油田･ガス田区探査現場(地質鉱産部

管轄)での石油工業部部長上寿の地質鉱産部に対する共

同事業の強化についての6月22目の呼びかけは現場に居

地質ニュｰス405号�
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合わせた地質鉱産部の人次の大歓迎を受け今日すでに

協定カミ実行に移っているようである.この呼びかけ以

前にすでに共同の実績はあったようでたとえぽ地質

鉱産部航空物理探査総隊が石油工業部大慶石油管理局の

探査機関と共同して1985年にハイラル地域と双城地域

の側線延長合計56,OOO㎞の探査を行ったのがその好例

であろう(同1986.6.16).

しかし地質鉱産部に係わる横向連合の1986年7月17

目以前の実情は部内諸機関の共同が主体でたとえば

四川省地質鉱産局川西北地質大隊と同局科学研究所のラ

ンドサット撮像や航空写真を用いた四川省若爾叢草原の

泥炭鉱床の共同研究(同1986,1.27)黒竜江省河南

省陳西省四川省湖南省湖北省貴州省雲南省

の8地質鉱産局と中南石油地質局による青蔵高原の一

般地質鉱山地質地球物理探査地化学探査試錐調

査地形測量鉱床研究化学分析コンピュｰタ処理

だとの共同研究(同198a5.5)地質鉱産部の総合利用

研究所と同鄭州分所首都鉄鋼鉱山公司による磁鉄鉱選

鉱法の共同研究(同1986.5.30)だと枚挙にいとまが

ない.言うたれぽ跨所局連合(実際に使用されている用

語ではない)とでも言えよう.ただし中国には我が国

の文部省の科学研究費に似た国務院科学基金という予

算項目カミあり諸々の重要た国家的科学研究に支出され

ているがその中での地質鉱産部に係わる横向連合の具

体例は不明である.

さて1986年7月17日以降の地質鉱産部に係わる横向連

合の変化とその具体例であるがその一つは高水準の人

材育成面に現れたと言えよう.たとえば次のよう

な記録がある.

共同して人材を育成連合して科学研究

｢現在のところ中国唯一の専門海洋地質研究の機構

一地質鉱産部海洋地質研究所と中国唯一の海洋地質学

の最高学府一山東海洋学院は人材の育成科学研究の

展開などの高い水準の両者にまたがる共同の問題につ

いて協議し科学研究と教育の問に橋をかげるために

協定を結んだ.

双方は科学研究と教育の連合がきわめて効果的であ

るという認識から出発して共同して研究生を招致し

共同して｢海陸含油気盆地対比｣の研究と｢中国海域地

質地球物理図集｣の編纂を行うこと:双方の学術交

流を拡大し連合してツソポジウム講座高等人材養

成班を開き毎年一回の科学研究成果交流を行い共同

して論文集を出版し相互に出張講義を行うこと:人

材の交流を進め双方が相互に客員教授と研究員を招聰

することを議定した.そして連絡協調班カミ組織され
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だ.｣鉦惟恭(中国地質報1986.11.7)

さらにまた特定地域での横向連合も範囲を広げてい

る.次の記事がその例であろう.

最近広東省地質鉱産局が主催して広州で広東省沿岸

都市における地球物理探査事業の横向連合座談会が開か

れ｢広東省沿岸都市地球物理探査事業横向連合体｣が

成立した.

この連合体は広東省内外の関係部門の地質調査･鉱

床探査地球物理探査科学研究教育生産関係の諸機

関で構成され科学研究教育生産の効果的た連合の

力を発揮し共同Lて広東省沿岸都市を開発するための

地球物理探査事業に従事しようというものである.広

東省は中国における沿海経済特別区域経済開発区域

開放都市のもっとも多い省である.都市の建設が急速

に発展するにしたがって都市地質調査･研究の任務は

ますます大きくなってきた･当該地球物理探葦事業が

連合体の形成を促発したことは都市における地球物理

探査の新領域の開拓と地質事業の実施テンポの加速に必

ずや大きく寄与するであろう.｣(同1986.11.7)

一方いわゆる跨省連合は以前のどちらかと言えば

当面する課題に対してだけの場当たりと言えたくもた

い共同事業から脱却し始めた.1986年8月8目付の

〈中国地質報〉によれぽたとえば地質鉱産部に所属

する湖南省地質鉱産局が1986年6月20目から7月4日に

かけて湖南省建材工業局同じく軽工業局石油化学

工業庁有色金属勘探公司中国有色金属工業総公司長

沙公司とそれぞれ個別に双方の共同探査関係鉱産資

源の開発に関する問題を協議しそれぞれ原則的に一一致

し細目の協議に入ったのは長期の協定を確立しよう

とするものであった.そしてその目的はすでに達成

された模様で現在ではすでにそれぞれ実際の共同に入

っている.

前述の中国科学院と中国地質鉱産部の科学研究に関す

る協力協定が花開くとすれぼそれはもう少し後目のこ一

とであろう.それにつげて思いだされるのは福建省

の馬坑型鉄鉱床の成因をめぐる中国地質科学院鉱床地

質研究所の韓発らと南京地質鉱産研究所･福建省地質局

地質隊の趨一鳴らの壮絶で一途た清廉で真筆た紙上論

争である.内蒙古自治区のバヤソオボ稀土類一二オ

ブｰ鉄鉱床の成因論争もまだ決着がついたとは言えた

い.中国にとってこのいわゆる横向連合は今まで

にないよい結果をもたらすだろう.一方｢悪いこと

を伴わだい良いことは無い｣という諺がある.諸々

の横向連合の中に上記のような論争が埋没したいよう

期待している.おわり�


